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１．研究の背景

公営住宅は，昭和26年の公営住宅法制定以来，住宅

金融公庫や公団住宅と共に住宅政策の三本柱の一つと

して中心的な役割を果たしてきた。公営住宅創設当初

においては，その入居資格は国民の80％以上を包含す

るものとされた。しかし，その後の核家族化の進行に

よる需要の増大に見合った建設量の増加がないために，

入居資格を低額所得者層に絞る方向での運用が行われ

てきた。つまり，供給の理念として当初抱かれていた

｢国民住宅」としての思想は既になく，入居者を低額

所得者層に絞るなかで実質的に「福祉住宅」としての

運用がなされてきた。

このような状況の中で国がとった「持ち家政策」に

より，高額所得者層における持ち家所有と低額所得者

層の借家居住という二極化が著しく現われてきた。さ

らに，公営住宅においては戦後の量的充足的な運用が

踏襲されてきたため，持ち家と公営住宅の居住水準の

間に大きな格差が生まれた。このような住宅政策の

｢戦後体制」は，住宅事情や住宅需要が大きく構造的

に変化しつつある今日の情勢に即応できなくなってき

ており，再考が必要であると思われる。

また，地域別に公営住宅をみると，人口増加地域で

は住宅不足の解決策として，人口減少地域では若者や

Ｕターン者の定住促進として利用しようとする供給者

側の思惑が存在すると思われる。このことは，設立以

来「福祉住宅」としてその住環境の低水準が正当化さ

れていた公営住宅が，近年急速に住環境水準が上昇し

ていることに影響していると考えられる。

公営住宅政策は国の全国一律の規定のもとに地方自

治体が行うものであるが，住宅問題とは地域の諸状況

が複雑に絡み合って構成されるものであり，解決にあ

たっては地域ごとの施策が必要である。全国的にみて

代表的な人口減少高齢化地域である鹿児島県において

も，地域特有の住宅問題を抱えており，これらの解決

が望まれている現状がある。
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２．研究の目的と方法

公営住宅は，４０年以上にわたって全国一律の規定の

もとに運用されている。しかし，住宅問題は地域的な

問題であり，解決にあたっては常にその地理的・歴史

的・経済的要因を考慮しなければならない。全国的に

代表的な人口減少高齢化地域である鹿児島県において

も地域特有の住宅問題が存在すると思われ，その解決

にあたっては地域的な特‘性を把握する必要がある。そ

こで，本研究においては，鹿児島県の公営住宅を対象

として，そこに入居している人々はどのような人々で，

その人々に対して公営住宅がどのような位置付けであ

るかを把握することを目的とする。具体的には，日置

郡日吉町と肝属郡吾平町の全公営住宅入居世帯を対象

としたアンケート調査を行い，これを回収して分析す

ることにより公営住宅入居の実態を把握すると共に，

内在する問題点を探ることとした。

３．調査目的

鹿児島県の公営住宅入居世帯の実態を把握するため

の調査であり，日置郡日吉町と肝属郡吾平町の公営住

宅に入居している全世帯を対象として行ったものであ

る。現在公営住宅にはどのような階層の世帯が入居し

ていて，入居者が公営住宅に対してどのような考えを

抱いているかをつかむことを目的とする。

４．調査内容

公営住宅入居者の実態及び住宅に対する考えを調べ

るため，設問を以下の５つの項目に分類して，それぞ

れについてアンケート形式によって細かく調査した。

１世帯状況２住み替え状況

３住 宅の 評価 ４住宅の周辺環境

５住宅の将来計画

ただし本稿においては，世帯状況，住み替え状況，

住宅の評価，住宅の将来計画の項目について分析考察

を行うものとする。

５．調査方法

調査においては，日吉町，吾平町，鹿児島県住宅供

給公社の協力のもと，熱公営住宅居住者アンケート〃

（１部10頁）を日吉町，吾平町の全公営住宅入居世帯

に対して平成５年９月下旬に配布し，後日回収した。

世帯収入に関してはアンケートの設問に含まなかった

ため，分析においてはアンケート結果と共に各町の資

料も参考とした。（表－１）

６．鹿児島県の概要

鹿児島県の情勢を人口変動の観点から見てみると，

戦後の早い時期には大幅な人口増加が見られるが，昭

和30年以降わずかながらの人口増加時期や減少率の大

小はあるものの，人口減少地域であることがわかる。

それに反して，世帯数の方は核家族化の進行による総

世帯数の増加が見られ，戦後の40年間で２倍近い伸び

を示している。

次に高齢率の観点からみると，鹿児島県全体では人

口が減少していくなかで高齢人口はかなり高い割合で

増え続け，昭和35年から30年間で高齢人口率は２倍以

上になり，急激な高齢化が進行していることがわかる。

(表－２）

住宅の所有形態別によるストックの観点から見てみ

ると，世帯数の増加に合わせるような形で総住宅数も

表－１．アンケート回収状況

日 ロ 町 吾 平 町 合 計

公営住宅戸数１６７１６４３３１

入居世帯数１５３１５３３０６

回収数１２５８５２１０

回収率

表－２．鹿児島県の人口推移

世帯総数，人口総数及び高齢人口の単位は（人）
各年の数値は国勢調査を参照とした。

表－３．鹿児島県の住宅ストック推移
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上段は住宅のストックの戸数を示し単位は（戸）
下段は総数に占める割合を百分率で示している。
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増え続けている。特に公営住宅を含む公的借家の占め

る割合は年々高くなり，公的借家に居住する世帯の増

加が推測され，住宅政策における公的借家の重要'性が

高まってきているものと思われる。（表－３）

７．調査地区概要

７－１．人口推移及び住宅の概要

調査対象となった日吉町と吾平町の情勢を人口変動

の観点からみると，両町とも戦後一貫して人口は減少

しており，一時期においては急激な減少を示していた

が，近年その減少傾向は緩やかになっている。その一

方で，世帯数の方は多少の減少や変動はあるもののほ

ぼ同じ水準を保っている。高齢人口は年々増加の一途

をたどり，高齢人口率は急激な上昇がみられ，特に日

吉町においては現在かなり高い値を示している。

次に住宅のストックについてみると，持ち家の占め

る割合がほぼ９割と高い値を示し，県の平均と比べて

も高い水準であることがわかる。一方民間借家の占め

る割合は低く，県の平均と比べると大きなひらきがみ

られ，これは両町ともに民間の借家数が極めて少ない

ことを示している。（表－４，５，６）

表－５．吾平町の人口推移
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７－２．公営住宅の概要

公営住宅の現状についてみると，日吉町，吾平町と

もにほぼ同数の公営住宅を管理運営しており，町政策

としての年度ごとの建設戸数には違いがみられるが，

現在運営されている住戸の建設年度ごとの床面積及び

家賃はほぼ同じ値を示している。また，住宅の構造的

には日吉町が簡易耐火構造平屋及び木造が中心である

のに対し，吾平町においては中規模耐火構造中心の住

宅建設が行われている。公営住宅の種別の戸数におい

ては，両町とも２種住宅の数が多く，その全体に占め

る割合は多少の違いはあるが，共に７割前後の値を示

しかなり高くなっている。（図－１，２，表－７，８）

８．調査結果分析

８－１．世帯主年齢

日吉町，吾平町の公営住宅入居世帯の世帯主年齢に

ついてみると，「世帯主25歳～34歳」123世帯（39.9％)，

｢世帯主35歳～44歳」９５世帯（30.8％）となり，この

２つの年齢層の世帯主が占める割合が高く，他の年齢

層と比べても大きな差が見られる。このことにより，

公営住宅には「働き盛り世代」の世帯主をもつ世帯の

入居が多いことが認められる。

また，各町の年齢階層別人口構成と比較すると，公

営住宅においては「25歳～44歳」の年齢階層の世帯主

をもつ世帯の割合が極めて高いことが明らかであり，

この年齢階層における公営住宅入居率が高くなってい

ると思われる。（図－３，表－９）

８－２．世帯主職業

入居世帯の世帯主職業についてみると，「会社員」

136世帯（67.0％）と最も高い割合を示し，その他の

職業と比べて大きなひらきがあることが認められる。

次いで，「公務員」２１世帯（10.3％)，「年金生活・無

職」１９世帯（9.4％）となっている。「年金生活・無職」

に「臨時雇・日雇・パート」の世帯を加えると26世帯
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図－３．調査地区年齢階層別人口構成割合

表－９．公営住宅入居世帯の世帯主年齢
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上段は世帯数を示し単位は（世帯）
下段は合計に占める割合を示している。

表-10．公営住宅入居世帯の世帯主職業
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1種，２種，総戸数の単位は（戸）

表－７．調査地区公営住宅構造別戸数
IＩｌＩＩ

木 造簡平簡 ２ 中 耐 高 耐 前

６７８ ４ １ ６ ０ ０ １ ６ ７

４ ０ １ ％ ５ ０ ３％９６％００％００％１０００％

３０２００１１４０１６４

吾平町１８３％１２２％００％６９５％００％１０００％
９７１０４ １ ６ １ １ ４ ０ ３ ３ １

合計
２９３％３１４％４８％３４４％００％１０００％

上段は世帯数を示し単位は（世帯）
下段は合計に占める割合を示している。

表-11．公営住宅世帯の世帯収入

町
町

計

吉
平五口

今
ロ

上段は住宅のストックの戸数を示し単位は（戸）

下段は総数に占める割合を百分率で示している。

上段は世帯数を示し単位は（世帯）
下段は合計に占める割合を示している。
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表－８．調査地区公営住宅種別戸数

１種２種綴戸数２種率平均床面積平均家質

日吉町４０１２７１６７７６０％５９３５㎡17301円

吾平町５ ４１ １０ １６ ４６７１％５７３２ｍ15357円

合計９４２３７３３１７１６％５８３４㎡16329円



これらのことから，公営住宅入居世帯の世帯主像と

しては比較的若い世代で収入の低い会社員が大部分を

占めると想像されるが，その一方で社会的，経済的に

弱い立場の世帯の存在も予想される。

８－４世帯人数

入居世帯の世帯人数についてみてみると，「世帯人

数４人」８９世帯（29.1％）と最も多く，次に多い「世

帯人数３人」６１世帯（19.9％）と合わせると，「世帯

人数３ないし４人」の世帯が全入居世帯の約５割を占

める。入居世帯の世帯人数と世帯主年齢の関係につい

てみると，「世帯主25～34歳，世帯人数４人」４７世帯

(15.4％）と最も多く，次いで「世帯主25～34歳，世

帯人数３人」３２世帯（10.5％）となり，平均世帯人数

は3.3人であった。（表-12,13）

また，世帯主の年齢階層ごとの世帯人数の構成割合

を比較してみると，最も世帯の多い「世帯主25歳～3４

（12.8％）となり,「会社員」に次いで高い割合を占

めることは注目すべき点である。このことは，公営住

宅には世帯収入が不安定で，将来的にも明るい展望の

もてない世帯が多いことを示している。（表-10）

８－３．世帯収入

入居世帯の世帯収入についてみると，「年収200～

399万円」という収入階層が127世帯（41.2％）となり，

この階層に属する世帯が最も多かった。次に多かった

｢年収199万円以下」７９世帯（25.6％）を加えると，

｢年収399万円以下」の世帯が全入居世帯の７割近くを

占める。「年収600万円以上」となる高額所得階層に属

する世帯は十数世帯みられたが，全体に占める割合は

かなり低くなっている。このことは，公営住宅入居時

における収入規準が大きく影響していると思われるが，

低家賃の住宅として低収入世帯に利用されていること

を示している。（表-11）

表-14．世帯主年齢別世帯家族型表－１２世帯主年齢別世帯人数

み ～ ５ ６ ～ １ ４ １ ５ ～ ＋
単 身 そ の 他 合 ↑

■■■■■■■■■■
■■■■’

■■■■’
■■
■■

１１１１

～24歳一一一一４５～54歳

１人２人３人４人５人６人～△↑Ｔ

～24歳４５２１2

25～34歳１２０３２４７２３１１２４３６

３ ５～４４１３０５９３４０

４５～54歳３１１７５３２３３

５ ５ ～64歳１３３１5

6 5 歳 以上１５７

△計３ ２５８６１８９５８

～24歳３８２

２ ５３４歳１８７９２０１１124

35～44歳７１３４４１１１１７９３

４５～54歳４７６１１０３３１

５５～64歳２４２１１３２２

６５歳以上５１１５３２４

３９１００７１２１６３４３２３３０６口

単位（世帯）

表-13．世帯主年齢別世帯人数分布割合

単位（世帯）

表-15．世帯主年齢別世帯家族型分布割合

１人 ２人３人４人５人６人以上

世帯人数

世帯主年齢別世帯人数構成割合
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歳」の年齢階層では「世帯人数４人」のところでピー

クとなる。一方，「世帯主55歳以上」の世帯において

は「世帯人数１人」の占める割合が極めて高く，この

年齢階層の世帯においては独り暮らしの世帯の占める

割合が高いことを示している。（図－４）

８－５．世帯家族型

入居世帯の家族型についてみると，「夫婦と長子が

５歳以下」100世帯（32.7％）と最も多く，次に多い

｢夫婦と長子が６歳～14歳」７１世帯（23.2％）と合わ

せると，「夫婦と長子が１４歳以下」の世帯が全入居世

帯の５割強を占める。入居世帯の家族型と世帯主年齢

の関係についてみると，「世帯主25歳～34歳，夫婦と

長子が５歳以下」７９世帯（25.8％）と最も多く，次に

｢世帯主35歳～44歳，夫婦と長子が６歳～14歳」４４世

帯（14.4％）となっている。このことは，公営住宅に

おいて「成長段階の世帯」の入居が多いことを示して

いる。

また，世帯主の年齢階層ごとの家族型の構成割合を

比較してみると，「世帯主34歳以下」の世帯主が比較

的若い世帯においては，「夫婦と長子が５歳以下」の

ところがピークになる。一方，「世帯主55歳以上」の

世帯においては「単身世帯」の占める割合が高く，世

帯人数の場合と同じく，この年齢階層の世帯において

は独り暮らしをしている世帯の占める割合が高いこと

を示している。（図－５，表-14,15）

８－６．居住水準

公営住宅入居世帯の住宅床面積についてみると，

｢床面稚70㎡以上」120世帯（39.2％）と最も多く，次

に「床面積60㎡以上69㎡以下」７３世帯（23.9％）となっ

ている。入居世帯の世帯人数と住宅床面積の関係につ

いてみると，「世帯人数４人，床面積70㎡以上」４１世

帯（13.4％）と最も多くなっている。このことは，両

町で現在管理されている公営住宅の多くが床面積規模

の大きくなった昭和50年代以降に建設された住宅であ

ることによるが，一方で床面積が50㎡に満たない住宅

68戸が現在でも管理運営されており，全住宅の22％程

度を占めている。（表-16）

また，世帯人数ごとの床面積の構成割合を比較して

みると，「世帯人数１人」の独り暮らし世帯において

は，「床面積40㎡以下」の小規模住宅に居住する世帯

の割合が高いことが特徴であるが，「世帯人数６人以

上」の世帯において「床面積70㎡以上」の比較的規模

の大きい住宅に居住する世帯の割合が低いことは注目

される点である。（図－６）

８－７．住宅評価

入居世帯の住宅に対する評価についてみると，現在

入居している住宅に対する評価として「満足している」

と考える入居世帯が多かったが，その差は小さく全面

的に入居世帯の住宅に対する要求を満たしているとは

言いがたい。満足している理由としては「家賃が安い」

がその大多数を占め，反対に不満に思う理由としては

｢住宅が狭い」「住宅が古い」などが挙げられ，公営住
表-16．’1ｔ帯人数別床而積分布削合
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帯11.7％，「世帯主25歳～34歳，居住年数１年～３年」

の世帯11.0％となっている。このことは，公営住宅入

居者の多くが比較的若い年齢のときに入居しているこ

とを示している。（表-18）

また，世帯主の年齢階層ごとの居住年数について比

較してみると，「居住年数３年未満」の比較的入居年

数の短い世帯の占める割合が「世帯主24歳以下」の世

帯において高いことは当然の結果と思われるが，「世

帯主65歳以上」の世帯において高いことは注目される

ところであり，高齢世帯の現住宅への晩年になってか

らの入居の存在が認められる。（図－９）

８－１０．将来計画

入居世帯の将来の居住計画に対する考え方について

みると，「住替志望」の世帯が58.1％と最も多く，次

に「未定」の世帯が21.9％となっている。「住替志望」

の世帯の具体的な希望住宅形態については，そのほと

んどが持ち家を希望していた。このことは，公営住宅

入居者が現在宅を自分達の家をもつまでの過渡的な住

宅と考えていることを示している。（表-19）

また，世帯主の年齢階層ごとの将来計画について比

較してみると，若い世代においては「住替志望」の占

める割合が高いのに対して，年齢が高齢化するにつれ

て「永住志望」の占める割合が高くなっていく。「永

住志望」の理由としては「家を建てる見通しが立たな

宅の住戸そのものに対する評価が低くなっている｡

(表-17）

また，居住年数ごとの住宅評価の構成割合を比較し

てみると，「居住年数３年未満」の世帯においては住

宅の評価として「不満」と考える世帯は少なく，「居

住年数10年以上」の世帯においては「満足している」

と考える世帯が少ないという，居住年数と満足度の反

比例関係を示している。このことは，「居住年数10年

以上」の世帯の入居時においては比較的新しかった住

宅が，年と共に老朽化したことと世帯の成長による世

帯人数の増加が原因であると思われる。（図－７）

８－８．入居以前の住宅形態

現在入居している世帯の公営住宅入居以前の住宅形

態についてみると，「結婚による入居」という世帯が

35％と最も多く，次に「民間借家」という世帯が29％

となっている。「民間借家」と「民間アパート」を合

わせた「民間賃貸住宅」という世帯は35％となり，

｢結婚による入居」とほぼ同じ値となり，かなり高い

割合を示す。住み替えを行った理由としては「結婚に

よる入居」という世帯はそれ自体が理由となり，「民

間賃貸住宅」という世帯は「通勤通学の利便上」「前

住宅の高額家賃」などが挙げられている。このことは，

公営住宅が結婚により成立した新しい世帯や転勤して

きた世帯にとって安価な住宅として利用されているこ

とを示している。（図－８）

８－９．居住年数

入居世帯の居住年数についてみると，「居住年数５

年以上10年未満」の世帯が29.1％と最も多く，次に

｢居住年数３年以上５年未満」「居住年数１年以上３年

未満」の世帯がそれぞれ20.7％となる。世帯主年齢と

居住年数の関係では，「世帯主25歳～34歳，居住年数

３年以上５年未満」の世帯が12.7％と最も多く，つづ

いて「世帯主35歳～44歳，居住年数５年～10年」の世

３％３％２％
６％

表-18．世帯主年齢別居住年数

国公共住宅

画不Ⅷ
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2.0％

6.4％

2.7％

1.0％

0.3％

1.7％

14.0％

l~3年3~5年

1.7％０３％
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１．０％1.7％

20.7％20.7％
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10.7％

11.7％

3.7％

1.7％
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41.1％
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図－９．世帯主年齢別居住年数榊成割合
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図－８．入居以前の住宅形態
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割合が高くなっているが，昭和49年度以前に建設され

た住宅においては低くなっている。このことは，同じ

自治体によって管理運営されている公営住宅のなかで，

団地によって住民の年齢構成に違いがあることを示し

ている。これらの原因として，単に高齢世帯が古くか

ら入居していることによるものではなく，入居時にお

いて家賃の安い建設年度の古い住宅を選択しているこ

とが考えられるが，それは今回調査した１７世帯のいず

れもが入居時において世帯主年齢が60歳以上であるこ

とから明らかである。（図-11）

９°まとめ

今回の調査結果をまとめると，鹿児島県の公営住宅

には世帯主の年齢が若く子供が低年齢の「成長段階の

世帯」（世帯規模が今後拡大する可能性のある世帯）

の入居世帯が多く，公営住宅に対する考えとしては

弧自分達の家をもつまでの一時的な安価で利用できる

住宅"との位置付けがなされている。このことは，人

口減少地域である鹿児島県において，若年層の地元へ

の定住化促進のために公営住宅政策を利用しようとす

る供給者側（地方自治体）の思惑と共振する部分であ

り，今後の公営住宅政策において重要視されていくと

思われる。

一方，今回の調査において，、､家をあきらめた中高

年世帯における「永住志望」の存在″による公営住宅

に入居しながらの世帯の高齢化，及び蝋高齢世帯の晩

年入居の存在〃による公営住宅団地の高齢化が今後予

想される。このことは，今後の人口減少高齢化地域の

公営住宅において早期の対応策の検討が必要であると

思われる。また，現在の公営住宅において高齢世帯の

居住環境水準の低さ及び老朽団地への沈殿現象が認め

られており，今後の研究においての注目点である。

い」「家賃が安い」などが挙げられ，経済的理由によっ

て「持家」をあきらめた世帯による「永住志望」の存

在が認められる。（図-10）、

８－１１．高齢世帯分析（世帯主65歳以上の世帯）

全公営住宅入居世帯306世帯のうち，世帯主が65歳

以上である世帯は24世帯存在した。そのうちアンケー

トに対して回答のあった１７世帯について分析を行うこ

ととする。

高齢世帯の世帯人数についてみると，「世帯人数１

人」１１世帯（64.7％)，「世帯人数２人」５世帯（29.4

％)，「世帯人数３人」１世帯（5.9％）で平均世帯人

数は1.41人であった。高齢世帯においては，平均世

帯人数が全公営住宅入居世帯の平均と比べて半分以下

であり，独居高齢世帯の存在及び高齢世帯の独居率の

高さが確認できる。

高齢世帯の入居住宅についてみてみると，全公営住

宅住戸構成割合と比べてみて，高齢世帯は古くて狭く

て家賃の安い住宅に住む世帯の割合が高くなっており，

これには高齢世帯の経済的要因が大きく関わっている

と思われる。住宅の建設年度と世帯主の年齢別構成割

合を比較してみると，昭和60年以降に建設された比較

的新しい住宅においては，３４歳以下の世帯主の占める
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